
相続・贈与・事業承継が専門です。
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相続財産を公益法人などに寄附した場合、相続税はかからないのでしょうか。

２つの事業を行っています。
どちらの業種を用いて株価を評価すればいいですか？
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真ん中の□に漢字を⼊れて、⼆字熟語を４つ
作ってみましょう！
ただし熟語は⽮印の⽅向に読みます。

※ 正解は次号資産税NEWSにて発表いたします。

今月の
クイズ

？

今月のお知らせ
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※ 前号（No.123 平成28年6⽉号）の解答は【空】でした。

①地→□ ②復→□
③□→本 ④□→気 の4つの⼆字熟語が出来ます。
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税理士 江後慎太郎

相続⼈が相続財産を相続等で取得した場合は相続税が発⽣します。

しかし、相続等によって取得した財産を国や地⽅公共団体等に寄附した場合は、
その寄附をした財産は相続税の対象としない特例があります。

適⽤要件は以下となります。
① 寄附した財産は相続や遺贈により取得した財産であること。
② 相続財産を相続税の申告期限までに寄附していること。
③ 寄附した先が国、地⽅公共団体⼜は特定の公益法⼈等であること。
④ 寄附を受けた公益法⼈等が、寄附を受けた⽇から2年を経過した⽇において、
その財産を公益を⽬的とした事業の⽤に使⽤していること。

特例を受けるためには、相続や遺贈により取得した財産を寄附する必要があり
ます。

例えば被相続⼈の相続財産が⼟地1億円のみであった場合、相続⼈の⼿元現⾦
1億円を寄附したとしても、相続財産を寄附したことにはならないため特例の対
象とはなりません。

特例の適⽤を受けるためには相続税の申告書に寄附⼜は⽀出した財産の明細書
や⼀定の証明書類を添付することが必要となります。

相続税の申告期限は10ヶ⽉でありますが、証明書の⼊⼿までに1ヶ⽉程度要す
ることがありますので、相続財産を寄附したけど証明書が⼊⼿できないことに
より相続税の特例を受けられないことがあります。

相続財産を寄附する場合は余裕をもって⾏う必要があります。

01 今月のトピックス

相続等によって取得した財産を寄附した場合
寄附した相続財産は非課税となります。

相続財産を公益法人などに寄附した場合、相続税はか
からないのでしょうか。 Q

主たる業種によって評価を行います。

２つの事業を行っています。
どちらの業種を用いて株価を評価すればいいですか？

A

主任 牧本

⾃社株式の評価⽅式の⼀つとして類似業種批准価額⽅式があります。
これは国税庁が公表している⾃社と業種の類似する会社の【配当・利益・純資産】
を⾃社と⽐較して株価を評価する⽅法です。
その為にまず⾃社の業種を確認する必要があります。
では2つ以上の業種を兼業していたらどちらの業種を⽤いるのでしょうか？

例で考えてみましょう。
不動産販売業を営む会社を15年間経営しており5年前から不動産賃貸業もスタート
しました。数年前から主⼒の売上であった不動産販売の業績が下がってきた為、最近
では不動産賃貸業が売上の主⼒となっています。 このケースではどちらの業種⽬で
株価評価を⾏うべきでしょうか？
正解は ・ ・ ・ 「不動産賃貸業」となります。

複数の業種を兼業している企業の株価評価を⾏う場合にはその中での主たる業種を
判定基準とします。主たる業種とは各業種の売上⾼割合（直前期末の1年間の売上⾼）
で判定します。

業種⽬によっての類似業種の株価・配当・利益・純資産を⾒てみましょう。
株価 利益 配当 純資産

不動産取引業 258円 2.5円 25円 165円
不動産賃貸業 392円 4.2円 20円 156円
※平成27年平均データを国税庁HPより抜粋しています。

類似業種のデータを⾒てみますと各⾦額には⼤きな差があります。

⾃社株を評価するうえで業種⽬の判定を誤ると評価額には⼤きな差がでる
事になります。

⾃社がどの業種で判定されるかを確認しておく事が重要となります。

02 連載！事業承継のススメ


